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マダガスカル共和国月報（２０２４年８月） 

《要点》 

【内政】 

●  前大統領府官房長は、英国の刑務所における過剰収容を軽減する為、フランス（前

大統領府官房長は仏国籍保持者）に国外追放（退去強制）された（７日） 

●  ラヴァルマナナ元大統領がアンタナナリボ市長選（２０２４年１２月１１日投開

票）に出馬する意向を表明（１７日） 

●  ンツァイ首相の新内閣（閣僚２７名と長官２名（うち女性閣僚１２名））が発表さ

れた。（２２日） 

●  アンタナナリボ市（ＣＵＡ）の特別代表（ＰＤＳ）にハリララ・ラマナンツォア氏

を任命。（２７日） 

 

【外政】 

●  ランジアマンジャトゥ元外相が次期ＡＵ委員会委員長選挙に立候補した。（８日） 

●  当地中国大使館がＦＯＣＡＣに関する会議を開催。今次のＦＯＣＡＣ首脳会議が、

特にインド洋地域とマダガスカルにとって重要であると強調。（１４日） 

●  ２０２５年８月のＳＡＤＣ首脳会議は、マダガスカルにて開催予定（１４日） 

●  マダガスカルは６月６日に実施された選挙の結果、２０２４年９月から２０２５

年９月までの任期で国連総会副議長国に選出。（２０日） 

●  ラサタ外相は、ＴＩＣＡＤ閣僚会合に参加し、上川外務大臣と外相会談を行った。

（２６日） 

●  大統領府閣議において、駐米及び駐モロッコ大使が指名（nomination）され、閣議

報告において、「これらの大使の正式な任命（disignation officielle）は、ホスト

国のアグレマが必要であることに留意すべきである。」旨明記（２９日） 

 

【経済】 

●  マダガスカルは１２月に、インド洋地域のビジネスリーダーが集まる年に一度の

会合（ＣＥＯサミット）を初めて開催する（５日） 

●  モーリシャスを拠点とするストロング・グループ・マイニング社は、２０２３年

に、１３．８億トンのニッケルを中国に輸出した。（１２日） 

●  日本貿易振興機構（ジェトロ）代表団がマダガスカル経団連と会談（２１日） 

●  アラブ首長国連邦は１００億米ドル規模のエネルギー分野融資を実施する（２９

日） 

●  住友商事上野社長がＴＩＣＡＤ閣僚会合のため訪日中のラサタ外務大臣と会談

（３０日） 
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１ 内政 

２日 当地Ｌｅｓ Ｎｏｕｖｅｌｌｅｓ紙によれば、トゥケリ国民議会議長は、最近着

任した中国大使及び韓国大使の表敬訪問を受けた。 

６日 当地Ｌ＇Ｅｘｐｒｅｓｓ紙によれば、前日夕方、臨時閣僚理事会が開催され、８

月９日及び１２日に臨時国会を召集するための政令が出された。ンツァイ首相による実

施計画の説明が議題となる。 

７日 当地英大のプレスリリースによれば、前大統領府官房長の有罪は覆らないが、英

国の刑務所における過剰収容を軽減する為、フランス（前大統領府官房長は仏国籍保持

者）に国外追放（退去強制）されたとのこと。刑期は３年半だったが、１年服役したと

ころで、凶悪犯でない外国人犯罪者に適用された。 

７日 当地Ｍｉｄｉ紙などによれば、ンツァイ首相は前日、ステファニー・アーノルド

在マダガスカル米国大使館臨時代理大使を迎え、経済関係強化と人身売買撲滅強化等に

ついて協議した。 

９日 当地Ｍｉｄｉ紙などによれば、ＣＥＮＩが提案した１２月１１日という地方選挙

日程を承認した政府は、６日の首相主宰閣議で地方選挙の実施スケジュール等に係る政

令を発表した。 

１０日 当地Ｌ＇Ｅｘｐｒｅｓｓ紙などによれば、ンツァイ首相は前日、２０２４年か

ら２０２８年にかけて実施される計画（貧困の削減、購買力の向上、雇用の創出、経済

発展の促進）につき発表。閣僚は出席せず、野党議員は憲法第６６条に反しているとし

て途中で退席した。 

１７日 当地Ｌ＇Ｅｘｐｒｅｓｓ紙などによれば、ラヴァルマナナ元大統領がアンタナ

ナリボ市長選（２０２４年１２月１１日投開票）に出馬する意向を表明した。 

２２日 当地Ｌ＇Ｅｘｐｒｅｓｓ紙などによれば、ンツァイ首相の新内閣（閣僚２７名

と長官２名（うち女性閣僚１２名））が発表された。 

２７日 当地Ｌ＇Ｅｘｐｒｅｓｓ紙などによれば、地方分権・都市計画省は、アンタナ

ナリボ市（ＣＵＡ）の特別代表（ＰＤＳ）にハリララ・ラマナンツォア氏を任命した。 

 

２ 外政 

１日 当地Ｌ＇Ｅｘｐｒｅｓｓ紙などによれば、ラジョリナ大統領はギニアビサウを巡

ったアフリカ歴訪の締めくくりとなる最後の訪問地アンゴラに到着し、ジョアン・マヌ

エル・ゴンサルヴェス・ロウレンソ・アンゴラ共和国大統領と会談した。 

８日 当地Ｍｉｄｉ紙などによれば、ＡＵ委員会（ＡＵＣ）委員長ポストについて、元

経済・財政大臣でもあるランジアマンジャトゥ元外相が立候補を届け出た。これを受け

て、同氏は、ユスフ・ジブチ外相、オディンガ・ケニア元首相、ガヤン・モーリタニア
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元外相の３名と同選挙を戦うことになる。 

１１日 大統領府公式フェースブックによれば、ラジョリナ大統領は、７月の大統領選

で勝利したカガメ大統領の４期目の就任式に出席。 

１４日 当地Ｍｉｄｉ紙によれば、１３日、当地中国大使館が主催したＦＯＣＡＣに関

する会議では、今次のＦＯＣＡＣ首脳会議が、特にインド洋地域とマダガスカルにとっ

て重要であることが強調された。ジ・ピン駐マダガスカル中国大使は、国際舞台におけ

る中国外交の原則である相互尊重と内政不干渉の重要性を強調した。また、中国はマダ

ガスカルにとって戦略的パートナーであり、保健、教育、経済、ガバナンスをはじめと

する重点分野において重要な存在であると指摘した。マダガスカル大統領府と首相府の

高官は、最近、中国を訪問し、ガバナンスにおける中国の技術的進歩や、急成長する経

済の基礎を築くために中国が行ってきた改革について議論している。 

１４日 当地Ｌｅｓ Ｎｏｕｖｅｌｌｅｓ紙などによれば、離任するＡｓｈｌｅｙ駐マ

ダガスカル英国大使は、ラジョリナ大統領を表敬訪問した。 

１４日 当地Ｌ＇Ｅｘｐｒｅｓｓ紙によれば、２０２５年８月に予定されている次回の

ＳＡＤＣ首脳会議は、マダガスカルがホスト国となる。 

１６‐１７日 大統領府公式フェースブックによれば、ラジョリナ大統領は、第４４回

南部アフリカ開発共同体（ＳＡＤＣ）首脳会議に出席。 

２０日 当地Ｌｅｓ Ｎｏｕｖｅｌｌｅｓ紙などによれば、６月６日に実施された選挙

の結果、マダガスカルは２０２４年９月から２０２５年９月までの任期で国連総会副議

長国に選出。 

２０‐２２日 当地Ｌｅｓ Ｎｏｕｖｅｌｌｅｓ紙によれば、首都郊外で開催されたナ

イロビ条約第１１回締約国会議（ＣＯＰ１１）は、西インド洋の沿岸・海洋環境の保全、

管理、開発に焦点を当てた決定で幕を閉じた。南アフリカ、コモロ、ケニア、フランス

（レユニオン経由）、マダガスカル、モーリシャス、モザンビーク、セーシェル、ソマ

リア、タンザニアの閣僚が、フォンテーヌ環境・持続可能開発大臣が議長を務める、こ

のイベントのハイライトであるハイレベル閣僚会議に出席した。 

２６日 当地Ｌｅｓ Ｎｏｕｖｅｌｌｅｓ紙によれば、ラヴァルマナナ上院議長は、中

国で開催された列国議会同盟加盟４０周年記念式典に出席。 

２６日 ラサタ外相は、８月２４日と２５日に開催されたＴＩＣＡＤ閣僚会合に参加し、

ラタラ大臣は上川外務大臣と外相会談を行った。同会談では、「自由で開かれたインド

太平洋」と経済安全保障の推進、日本が資金供与する「トアマシナ上水道システム拡張・

改善計画」、鉱業分野における人材育成などにつき意見交換を行った。 

２８日 当地Ｌｅｓ Ｎｏｕｖｅｌｌｅｓ紙などによれば、前日、大統領宮殿にて、二

人の新大使がラジョリナ大統領に信任状を提出した。ドイツ連邦共和国のオリヴィエ・

クノエリヒ新大使と、アラブ首長国連邦のサリム・イブラヒム・ビン・アフメド・モハ
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メド・アルナクビ新大使である。 

２９日 前日の大統領府閣議において、駐米及び駐モロッコ大使が指名（nomination）

された。閣議報告において、「これらの大使の正式な任命（disignation officielle）

は、ホスト国のアグレマが必要であることに留意すべきである。」旨明記されていた。 

 

３ 経済 

２日 当地Ｌ＇Ｅｘｐｒｅｓｓ紙によれば、世銀が融資するプロジェクトに関する最初

のパフォーマンス・レビューが初週、行われた。 

３日 当地Ｌｅｓ Ｎｏｕｖｅｌｌｅｓ紙などによれば、マダガスカル開発経済評議会

（ＥＤＢＭ）と保険会社ＡＲＯの間で覚書が締結され、マダガスカルにおける投資とリ

スク管理の確保に向けた重要な一歩が踏み出された。 

３日 当地Ｌ＇Ｅｘｐｒｅｓｓ紙によれば、首都とＳｏａｖｉｎａｎｄｒｉａｎａ－Ｉ

ｔｓａｙを結ぶ国道１号線に、マダガスカル職人の工芸品を紹介するため、１４５ｋｍ

の観光ルートが計画されている。 

５日 大統領府プレスリリースによれば、ラジョリナ大統領は、国際通貨基金（ＩＭＦ）

のコジョヴィ・マウリクプリミ・エクルー新マダガスカル常駐代表の表敬訪問を受けた。

会談で同大統領は、コジョヴィ新代表は、マダガスカルに対する拡大クレジット・ファ

シリティー（ＥＣＦ）と拡大信用供与（ＥＦＦ）に関する交渉に参加し、合意獲得に貢

献したことを指摘した。マダガスカル着任前は、シンガポールやマレーシア、ＡＳＥＡ

Ｎ諸国のプロジェクトに携わった他、アフリカ部門でキャパシティビルディングに貢献

し、ヨーロッパ部門ではエストニアとラトビアの経済を担当した。 

５日 当地Ｌｅｓ Ｎｏｕｖｅｌｌｅｓ紙などによれば、マダガスカルは１２月にＣＥ

Ｏサミットを初めて開催する。インド洋地域のビジネスリーダーが集まる年に一度の会

合で、５０万人のＣＥＯを迎えることになる。 

６日 当地Ｍｉｄｉ紙によれば、小規模鉱山輸出グループ（Ｇｒｏｕｐｅｍｅｎｔ ｄ

ｅｓ Ｅｘｐｏｒｔａｔｅｕｒｓ ｄｅ Ｐｅｔｉｔｅｓ Ｍｉｎｅｓ）は、政令（鉱

業法）の税制規定に関して、多くの小規模鉱山事業の経済的存続を脅かす予期せぬ要素

が含まれている可能性があるとの危惧を表明。 

６日 当地Ｍｉｄｉ紙などによれば、Ｓｏｃｉéｔé Ｇéｎéｒａｌｅ Ｍａｄａｇａｓ

ｉｋａｒａ銀行とＢｒｅｄ Ｂａｎｑｕｅ Ｐｏｐｕｌａｉｒｅ銀行の間で、売却契約

が締結され、マダガスカル子会社の事業活動、すべての顧客ポートフォリオおよび従業

員が全面的に引き継がれた。 

７日 当地Ｍｉｄｉ紙などによれば、マダガスカル全土から厳選されたマダガスカル農

業分野の若手労働者が、間もなく日本に向けて出発する。彼らはＴＱＳ（Ｔｒａｖａｉ

ｌｌｅｕｒｓ Ｑｕａｌｉｆｉｅｓ Ｓｐéｃｉａｌｉｓｅｓ）プロジェクトの一環と
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して日本企業に採用された。 

１０日 当地Ｍｉｄｉ紙などによれば、ラジョリナ大統領は、Ｔｓｉｉｍｂｉｎａ社会

保護プログラム（生活費高騰に対抗するための財政支援）を開始すると表明。世銀が資

金を拠出し、人口省と開発介入基金が実施するもので、１２０地区及び２３地域の約８

２万世帯が恩恵を受け、インフレ対策と新学期の開始に備えることが可能となる。 

１２日 当地Ｍｉｄｉ紙などによれば、Ａｔｓｉｎａｎａｎａ地域（東部）Ｖｏｌｏｂ

ｅ水力発電プロジェクトの工事が着工。本プロジェクトはアフリカ開発銀行グループの

融資によるもの。 

１２日 マダガスカル外務省ホームページによれば、ナイナ外務大臣代理は、ストロン

グ・グループ・マイニング社代表団の表敬訪問を受けた。モーリシャスを拠点とするス

トロング・グループ・マイニング社は、天然資源の探査、抽出、生産に携わっており、

２０２３年には、１３億７，８２５万３，８１８トンのニッケルを中国に輸出した。 

１４日 当地Ｌｅｓ Ｎｏｕｖｅｌｌｅｓ紙などによれば、前日、マダガスカル開発経

済評議会（ＥＤＢＭ）は中国政府と共催で第７回メディアフェアを開催した。 

２１日 当地Ｍａｌａｚａ紙などによれば、マダガスカル経団連（ＧＥＭ）のラバリジ

ョン会長は１６日、日本貿易振興機構（ジェトロ）の代表団を迎えた。 

２８日 当地Ｌｅｓ Ｎｏｕｖｅｌｌｅｓ紙などによれば、カルロス・マヌエル・ロド

リゲス会長兼ＣＥＯ率いる地球環境ファシリティ（ＧＥＦ）の代表団が、前日、大統領

宮殿にてラジョリナ大統領を表敬訪問した。マダガスカルは１９９４年からＧＥＦの加

盟メンバーである。これまでに、同国は総額２億ドルの資金援助を受けている。ラジョ

リナ大統領は、地球環境ファシリティー（ＧＥＦ）の第９回支出（ＧＥＦ－９）の一環

として、２０２６年から２０３０年の期間に１億ドル規模の資金を獲得することを視野

に入れ、交渉を開始。 

２９日 当地Ｍｉｄｉ紙によれば、アラブ首長国連邦は、サホフィカ水力発電所の建設、

５，０００ｋｍに及ぶ海岸線の保護と道路の復旧、インフラの建設、砂糖生産の開発、

金精製所の設立を通じて、エネルギー分野において１００億米ドル規模の融資を実施す

る。 

３０日 当地Ｌ＇Ｅｘｐｒｅｓｓ紙によれば、住友商事の上野社長がＴＩＣＡＤ閣僚会

合のため訪日中のラサタ大臣と会談し、大規模鉱山プロジェクトの重要性について協議

した。また、住友商事との協力関係の拡大についても話し合われ、特に研修センター設

立、再生可能エネルギー開発、さらに、インフラ整備プロジェクト等に重点が置かれた。 

（了） 


